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第１節 一般事項 

 

１．応募要領説明書の位置付け 

  行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託（以下「本委託」という。）

は、水道料金等関連業務及び農業集落排水使用料関連業務について、民間事

業者の創意工夫及びノウハウを活用することにより、業務の効率化及び市民

サービスの向上を図ることを目的として実施するものである。 

行橋市は、本委託を民間事業者（以下「事業者」という。）へ委託すること

とし、公募型プロポーザル方式（随意契約）により受託事業者を選定するも

のとする。 

なお、本委託における水道料金には、下水道使用料を含むものとする。 

この応募要領説明書は、本委託の受託事業者を選定するにあたり、公募に

参加しようとする事業者（以下「応募参加者」という。）に配付するものであ

る。 

また、本応募要領説明書と併せて配付する要求水準書、様式集その他関係

書類は、本応募要領説明書と一体のものとして取り扱うものとし、これらを

総称して「応募要領説明書等」という。 

 

２．委託業務の概要 

  委託業務の概要は、別添「要求水準書」のとおりとする。 

ただし、要求水準書は、本委託において行橋市が求める業務水準及び業務

内容の最低限の要求事項を示すものであり、応募参加者の技術提案内容を制

限するものではない。 

応募参加者は、要求水準書に示す内容を満たしたうえで、自らの知識、経

験及びノウハウを活用し、本委託の目的達成に資する効果的な提案を行うも

のとする。 

 

３．提案上限額 

本委託の提案上限額は、423,800,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）

とする。 

【年度別上限額（消費税及び地方消費税を含む）】 

      令和９年度   84,760,000 円  

令和 10 年度  84,760,000 円  

    令和 11 年度  84,760,000 円  

      令和 12 年度  84,760,000 円  

      令和 13 年度  84,760,000 円  

 ※提案見積額（総額）が上記提案上限額を超える場合は、失格とする。 

 ※原則として、契約期間中においては、物価又は賃金の変動を理由とする 

契約金額の変更は行わない。 

 

４．委託業者選定の概要日程 

応募参加者は、プロポーザル参加申込書に必要書類を添付のうえ提出し、

参加資格審査を受けるものとする。 
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参加資格審査の結果、参加資格を有すると認められた者は、応募要領説明

書等に基づき、業務提案書、電算システム計画書及び提案見積書（以下「業

務提案書等」という。）を提出するものとする。 

公募開始・応募要領説明書等配付開始  

参加申込・質問受付開始  
令和８年８月  ３日 (月 ) 

質問受付締切  令和８年８月１４日 (金 ) 

質問回答  令和８年８月２８日 (金 ) 

参加申込受付締切  令和８年９月１５日 (火 ) 

参加資格審査結果通知  令和８年１０月２日 (金 ) 

業務提案書等提出期限  令和８年１０月２０日 (火 ) 

業務提案審査  

（プレゼンテーション・ヒアリング） 
令和８年１１月１３日 (金 ) 

審査結果通知  令和８年１１月２０日 (金 ) 

契約交渉  令和８年１２月１日 (火 ) 

委託契約締結  令和８年１２月中旬  

①  本委託に係る契約（以下「委託契約」という。）は、業務提案書等の内

容及びプレゼンテーションの結果について、〔別表１〕に定める評価項

目に基づき採点を行い、最も高い評価点を得た応募参加者（以下「優先

交渉権者」という。）と契約交渉を行うものとする。契約交渉の結果、

合意に至った場合は、委託契約を締結する。 

②  必要に応じて、質問の受付及び回答を別途行う。 

③  業務提案書等の受付後、提案内容について質疑等を実施する場合がある。 

④  応募状況その他の事情により、日程を変更する場合がある。 

 

第２節 応募参加者に関する要件及び応募要領 

 

１．応募参加者の備えるべき要件 

（１）「行橋市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則」に基

づく市内及び市外の物品・役務有資格者名簿に登録されている者である

こと。  
ただし、参加申込時点において当該名簿に登録されていない者であっ

ても、優先交渉権者となった場合には、契約締結までに当該名簿への登

録を受けることを条件として参加を認める。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第２項各号の

規定に該当しない者であること。 

（３）破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立て、会社

更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、又は

民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てが

なされていない者であること。 

（４）本件に係る公示の日から受託候補者の決定までの間に、行橋市建設工事

に係る指名停止措置基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であ

ること。 
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（５）国税及び地方税に滞納がない者であること。 

（６）給水人口４５，０００人以上の水道事業体において、水道料金等関連業

務（検針業務、収納業務及び窓口業務等を一体的に実施するものに限る。）

を受託した実績を有する者であること。 

（７）農業集落排水事業に係る使用料徴収業務を受託した実績を有する者であ

ること。 

（８）当該業務委託の目的を達成するために必要な人員体制を確保し、適切に

従事者を配置できる者であること。 

（９）日本国内において、水道事業の検針、収納及び受付業務並びに農業集落

排水事業に係る使用料関連業務について３年以上の実務経験を有し、か

つ、当該事業者と常時雇用関係にある業務責任者を配置できる者である

こと。 

（10）個人情報の漏えい、滅失、毀損又は改ざんの防止その他個人情報の適正

な保護及び管理のために必要な措置を講ずることができる者であること。 

（11）暴力団員による不当な行為等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第６号に規定する暴力団員又は役員が暴力団員でない者及び暴力団と

密接な関係を有しない者であること。 

 

２．応募参加者の禁止行為 

応募参加者は、自己に有利となることを目的として、本委託の事務局職員、

行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託プロポーザル審査委員会（以

下「審査委員会」という。）の委員その他本委託の関係者に対し、選定結果に

影響を及ぼすおそれのある働きかけを行ってはならない。 

応募参加者が前項の規定に違反した場合又は選定の公正性を損なうおそれ

のある不誠実な行為を行った場合は、応募参加資格を取り消すものとする。 

 

３．応募参加資格の取り消し 

応募参加者が参加申込書を提出した日（行橋市が当該申込書を受理した日

をいう。）から審査結果の公表までの間に、次の各号のいずれかに該当した場

合は、応募参加資格を取り消すものとする。 

（１）不渡手形又は不渡小切手を振り出したとき。 

（２）行橋市の指名停止措置基準に基づく指名停止の措置を受けたとき。 

（３）提出書類に虚偽の記載があったとき。 

（４）実施要領、応募要領説明書等で定める提出期限、提出場所、提出方法そ

の他の条件に適合しない書類を提出したとき。 

（５）応募参加者の禁止行為に該当した者。 

（６）提案見積書の金額(総額)が、本応募要領説明書第１節３に定める提案上

限額を超えたとき。 

 

４．応募に関する留意事項 

（１）応募要領説明書等の承諾 

応募参加者は、業務提案書等を提出した時点で、応募要領説明書等に記

載された内容を承諾したものとみなす。 
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（２）費用負担 

   応募に要する一切の費用は、応募参加者の負担とする。 

（３）使用する言語、計量単位、通貨単位及び時刻 

   応募に関して使用する言語は日本語、計量単位は計量法（平成４年法律   

第５１号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

（４）著作権 

   応募参加者が応募要領説明書等に基づき提出した書類の著作権は、当該

応募参加者に帰属するものとする。ただし、行橋市は、本プロポーザル

に関する公表、本業務の実施その他必要と認める場合には、当該書類の

内容を無償で使用できるものとする。 

（５）提出書類の取扱い 

   提出された書類は、提出後の変更を認めないものとし、原則として返却

しないものとする。 

（６）行橋市からの提示資料の取扱い 

   行橋市が提示する資料は、本プロポーザルに係る業務提案書等の作成及

び検討以外の目的で使用してはならない。 

（７）応募及び業務提案書等の無効に関する事項 

   次のいずれかに該当する応募又は業務提案書等は、無効とする。 

  ア 応募参加資格を取り消された事業者の業務提案書等 

  イ 記名押印のない提案見積書により行われた応募 

  ウ 同一の応募参加者から提出された複数の業務提案書等 

  エ 同一の評価項目に対し、２以上の提案が記載された業務提案書等 

  オ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合の応募 

  カ 著しく信義に反する行為を行った応募参加者による応募 

（８）その他 

   応募要領説明書等に定めるもののほか、応募に関して必要な事項が生じ

た場合は、応募参加者全員に通知するものとする。 

 

５．応募要領説明書等の配付等 

（１）応募要領説明書等の配付 

  ア 配付期間 

令和８年８月３日（月）から 

  イ 配付場所 

１）行橋市環境水道部上水道課事務局 

   ２）行橋市ホームページ 

    なお、応募要領説明書等は、行橋市ホームページからダウンロードす

ることができる。 

（２）質問及び回答 

  ア 質問の受付 

    令和８年８月３日（月）から 

令和８年８月１４日（金）まで １２：００必着 

    質問は、質問内容を簡潔に記載のうえ、電子メールにより提出するこ

と。なお、電子メール送信後は、提出先へ電話により到達確認を行う
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こと。電話、口頭その他指定する方法以外による質問については、受

け付けないものとする。 

  イ 回答 

    質問に対する回答は、令和８年８月２８日（金）に市公式ホームペー

ジに公開するものとする。 

 

６．提出書類 

（１）プロポーザル参加申込書の提出 

ア 提出期限 

  令和８年９月１５日（火） １５:００必着 

イ 提出先 

  行橋市環境水道部上水道課 

ウ 提出方法 

  上記提出先へ持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

    なお、電子メールにより提出する場合は、誤送信及び送信容量に十分

注意するとともに、送信後、提出先へ電話により到達確認を行うこと。 

エ 提出書類 

 １）プロポーザル参加申込書（様式第１号） 

２）会社概要が分かる書類（会社設立年月、資本金、事業内容が明記さ

れているパンフレットなど） 

 ３）給水人口４５，０００人以上の水道事業体における水道料金等関連

業務の受託実績（検針業務、収納業務及び窓口業務を一体的に実施

したものに限る。）を確認できる書類 

 ４）水道関係資格の種類及び保有者数が分かる書類 

 ５）農業集落排水事業に係る使用料徴収業務の受託実績を確認できる 

書類 

 ６）業務に従事する従業員数及び従業員総数が分かる書類 

オ 提出部数 

持参又は郵送の場合は正本１部及び副本１０部を提出すること。ただ

し、副本については、事業者名（提案者名）、所在地、電話番号その他

提案者を特定できる情報が判別できないよう、黒塗り等の処理を施す

こと。 

（２）業務提案書等の提出 

  ア 提出期限 

    プロポーザル参加資格審査結果通知書を受領した日から 

令和８年１０月２０日（火）１５：００必着 

  イ 提出先 

    行橋市環境水道部上水道課 

ウ 提出方法 

    上記提出先へ持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

なお、電子メールにより提出する場合は、誤送信及び送信容量に十分

注意するとともに、送信後、提出先へ電話により到達確認を行うこと。 

  エ 提出書類 
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   １）業務提案書（様式第３号～様式第１１号） 

   ２）電算システム計画書（様式第１２号～様式第１７号） 

   ３）提案見積書（様式第１８号） 

   ４）データ移行についての参考見積書（任意様式） 

５）業務提案書等の作成に当たっては、各様式の枚数を問わないが、で

きる限り簡潔に記載すること。用紙サイズはＡ４判縦置き横書き左

綴じを基本とし、図表等によりＡ３判を使用する場合は折り込みと

すること。 

なお、業務提案書等に付随する参考資料等の添付は認めない。 

  オ 提出部数 

持参又は郵送の場合は正本１部及び副本１０部を提出すること。ただ

し、副本については、事業者名（提案者名）、所在地、電話番号その他

提案者を特定できる情報が判別できないよう、黒塗り等の処理を施す

こと。 

（３）その他 

   行橋市が提示する資料及び回答書は、応募要領説明書等と一体のものと

して、同等の効力を有するものとする。 

   なお、応募参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

    ①提出書類に虚偽の記載があった場合 

    ②応募要領説明書等に定める事項に違反した場合 

 

７．事務局 

  行橋市中央一丁目１番１号 

行橋市環境水道部上水道課管理係 

担当：宮川（ミヤガワ）・藤本（フジモト） 

  TEL：0930-25-1111(内 1266) FAX： 0930-25-9777 

  Ｅ-mail :suidou@city.yukuhashi.lg.jp 

 

第３節 提出書類の審査 

 

１．審査委員会の設置 

本委託に係る業務提案書等の審査及び優先交渉権者の選定を行うため、行橋

市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託プロポーザル審査委員会（以下「審

査委員会」という。）を設置する。 

審査委員会の庶務は、行橋市環境水道部上水道課において処理する。 

なお、審査委員会の構成並びに委員の職及び氏名については、原則として公

表しないものとする。 

 

２．審査方法 

（１）審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

応募参加者を対象として、提出された業務提案書等の内容について説明

を求めるとともに、審査委員会による質疑を行うため、プレゼンテーシ

ョン及びヒアリングを実施する。 
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  ア 実施日 

    令和８年１１月１３日（金） 

なお、実施時間、実施場所その他詳細については、別途通知するもの

とする。 

  イ 実施内容 

    プレゼンテーション及びヒアリングの時間は、１応募参加者当たり６

０分以内とし、時間配分は次のとおりとする。 

（準備：５分、説明：３０分、質疑応答：２０分、片付け：５分） 

    出席者は５名以内とし、本業務における総括責任者は必ず出席するこ

と。 

（２）優先交渉権者の選定 

  ア 審査委員会は、業務提案書等の内容及びプレゼンテーションの結果を

総合的に審査及び評価し、評価点の合計が最も高い応募参加者を優先

交渉権者として選定する。 

  イ 応募参加者が１者のみであった場合においても、再募集は行わず、所

定の審査を実施するものとする。 

  ウ 「提案見積額（１００点）」を除く「業務全体に対する事項（３０点）」、

「業務提案（２５０点）」及び「その他の提案（７０点）」の合計得点

が、満点２，１００点（３５０点 ×６名）の６０％に当たる１，２６

０点に満たない提案者は、優先交渉権者として選定しないものとする。 

（３）契約の締結 

  ア 行橋市は、優先交渉権者と契約内容について協議を行い、合意に至っ

た場合は、地方自治法施行令の規定に基づき随意契約を締結するもの

とする。 

  イ 審査結果は、審査終了後に全ての応募参加者に対し文書により通知す

るものとする。なお、審査結果に関する問合せには応じないものとす

る。 

  ウ 提出された業務提案書等の内容については、原則として公表しないも

のとする。 

 

３．評価項目 

（１）審査について、〔別表１〕に定める項目を中心とした評価を行うこととす

る。 

（２）地域貢献については、本委託に直接関連のない事項であっても、行橋市

にとって有益なものであれば提案内容の制限はしないが、別途費用の生

じる提案は原則認めない。 

   ≪提案例≫ 

    検針中に発見した道路の不具合の報告、見回りパトロール、高齢者等

の独居世帯の見守りや声掛け等 

 

第４節 提出書類に関する条件 

  本業務の業務提案書等に関する条件は次のとおりとする。応募参加者は、

これらの条件を踏まえて、業務提案書等を作成すること。 
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１．業務提案書の条件 

  業務提案書は、少なくとも次に掲げる事項について記載すること。なお、

（１）から（６）は水道事業に関する提案とし、（７）は農業集落排水事業に

関する提案とすること。 

（１）  業務実施体制（従事者配置計画を含む） 

（２） 業務実施方法 

（３） 業務内容及び業務に関する企画・技術提案 

  ア 窓口業務に関する企画・技術提案 

  イ 検針業務、調定業務及び有収率向上に関する企画・技術提案 

  ウ 水道料金の徴収・収納並びに滞納整理業務に関する企画・技術提案 

  エ 水道事業における給水停止業務に関する企画・業務提案 

（４）お客様サービス向上に関する提案 

（５）個人情報保護体制 

（６）収納金の管理体制 

（７）農業集落排水事業に係る使用料関連業務に関する提案 

  ア 業務実施体制 

  イ 業務実施方法 

  ウ 業務内容及び業務に関する企画・技術提案 

１）  窓口業務に関する企画・技術提案 

２）  調定業務に関する企画・技術提案 

３）  農業集落排水使用料の徴収・収納並びに滞納整理業務に関する企

画・技術提案 

  エ お客様サービス向上に関する提案 

  オ 個人情報保護体制 

（８）その他業務受託に際し、必要と思われる企画・技術提案 

 

２．電算システム計画書の条件 

  電算システム計画書は、少なくとも次に掲げる事項を含めて作成すること。 

（１）ハードウェア構成図及びシステム構成図（ネットワーク構成を含む。） 

（２）システム構築計画（災害時等の非常時対応を含む。） 

（３）データ移行計画 

（４）情報セキュリティ対策 

（５）その他、システムの安定運用及び業務効率化に資する企画・技術提案 

 

３．提案見積書に関する条件 

（１）行橋市が支払う委託料 

  ア 行橋市は、本業務の対価として、令和９年４月分を初回とし、以後毎

月１回、令和１４年３月分までの計６０回にわたり委託料を支払うも

のとする。 

なお、本業務のうち徴収業務については、各年度終了時における水道

料金の収納率が行橋市の定める目標収納率を上回った場合は、契約で

定めるところにより報償費を支払うものとする。また、目標収納率を
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下回った場合は、契約で定めるところにより違約金を徴収するものと

する。 

目標収納率及び報償費・違約金の基本的な考え方は要求水準書に示す。 

  イ 電算システムの導入、運用及び保守に要する費用は、原則として受注

者の負担とする。 

ただし、データ移行に要する費用については行橋市の負担とし、その

負担額及び負担範囲については契約交渉の過程において協議の上決定

するものとする。 

（２）保険 

    事業者は、委託期間中において、本業務の履行に伴い第三者に与えた

損害又は行橋市に生じた損害について補償できるよう、必要な保険に

加入し、その保険を継続して維持すること。 

 

４．業務実施に関する事項 

（１）業務の再委託等 

    事業者は、本業務の一部を第三者に再委託し、又は請け負わせようと

するときは、あらかじめ行橋市の承認を受けなければならない。 

行橋市は、再委託等により本業務の適正かつ確実な履行が確保されな

いおそれがあると認めるときは、これを承認しないことができる。 

なお、事業者は、本業務の全部を第三者に再委託し、又は請け負わせ

ることはできないものとする。 

（２）委託業務の継続が困難となった場合の措置 

  ア 事業者の債務不履行の場合 

   １）事業者が提供するサービスの水準が契約に定める水準を下回った場

合又は事業者の責めに帰すべき事由による債務不履行若しくはその

おそれが生じた場合は、行橋市は事業者に対して改善勧告を行い、

相当の期間を定めて改善計画の提出及びその実施を求めることがで

きる。この場合において、事業者が当該期間内に改善を行わないと

きは、行橋市は契約を解除することができる。 

   ２）事業者が破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始その

他これらに類する手続の申立てを受け、若しくは自ら申し立てた場

合又は財務状況の著しい悪化により、本業務の継続が困難であると

合理的に認められる場合は、行橋市は契約を解除することができる。 

   ３）前記１）又は２）の規定により行橋市が契約を解除した場合は、事

業者は原状回復その他必要な措置を講じるとともに、行橋市に生じ

た損害を賠償しなければならない。 

  イ 行橋市の債務不履行 

   １）行橋市の責めに帰すべき事由により、本業務の継続が困難となった

場合は、事業者は契約を解除することができる。 

   ２）前記１）の規定により事業者が契約を解除した場合は、事業者は行

橋市に対し、これにより生じた損害の賠償を請求することができる。 

  ウ 当事者の責めに帰することができない事由により委託業務の継続が困 

難となった場合 
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不可抗力その他行橋市及び事業者のいずれの責めにも帰することができ

ない事由により、本業務の継続が困難となった場合は、行橋市及び事業

者は、本業務の継続の可否について協議するものとする。 

前項の協議を開始した日から相当の期間内に協議が整わない場合は、行

橋市又は事業者は、相手方に対し書面により通知することにより、契約

を解除することができる。 

  エ その他 

前記アからウまでに定める契約解除の要件、損害賠償の範囲及び額並び

に不可抗力等による契約終了時の費用負担及び精算方法その他必要な事

項については、契約条項において別途定めるものとする。 

 

５．行橋市による本委託の実施状況の監視 

（１）モニタリング 

行橋市は、本業務の適正な履行状況を確認するため、事業者が作成し行

橋市の承認を受けた業務計画書等に基づき、定期又は随時に書面確認、

現地調査その他必要な方法によりモニタリングを実施するものとする。 

（２）支払いの減額等 

事業者が契約に定めるサービス水準を満たしていないことその他契約上

の義務を適切に履行していないことが判明した場合は、行橋市は委託料

の減額その他必要な措置を講ずることができる。 

委託料の減額等の方法については契約条項において定めるものとし、そ

の要否及び額の決定に当たっては、主に次に掲げる事項を勘案するもの

とする。 

   なお、委託料の減額等を決定する際は、あらかじめ事業者の意見を聴取

するものとする。 

  ア サービス水準の達成状況 

  イ サービス水準を満たしていない事項が業務運営及び住民サービスに及

ぼす影響 

  ウ サービス水準を満たしていない事項に対する改善状況 

 

６．支払手続 

（１）事業者は、毎月の業務完了後、業務完了届を作成し、速やかに行橋市へ

提出するものとする。 

（２）行橋市は、業務完了届を受領した後、速やかに業務の履行状況について

検査を行うものとする。 

（３）事業者は、前号の検査に合格した後、速やかに行橋市へ請求書を提出す

るものとする。 

（４）行橋市は、適法な請求書を受領した日から３０日以内に委託料を支払う

ものとする。 

 

７．契約に関する事項 

（１）行橋市は、優先交渉権者と契約内容について協議を行い、合意に至った

場合は、地方自治法施行令の規定に基づき随意契約を締結するものとす
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る。 

（２）契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、事業者

が保険会社との間に行橋市を被保険者とする履行保証保険契約を締結し

た場合は、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

（３）契約は、行橋市が提示する資料及び事業者の提案内容を基礎として締結

するものとし、業務内容、契約金額、支払方法その他必要な事項を定め

るものとする。 

（４）契約金額は、提案見積書に記載された金額を基に、優先交渉権者との協

議により決定するものとする。 
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〔別表１〕 

 
 


